平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名: 　温泉監視指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）   　

環境生活部　環境管理課　水環境担当　                         

電話番号：058-272-1111（内2833）
   

E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp 　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：328千円（前年度予算額：279千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　温泉法に基づき、温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止し、及び温泉の利用の適正を図ることを目的として、調査・監視指導を行う。
（1） 温泉の掘削、増掘、動力装置に係る許認可事務等に係る現地調査の実施

（2） 温泉の採取に伴い発生する可燃性天然ガスの災害防止を目的とした温泉採取施設の監視指導の実施

（3） 温泉源保護のための、監視指導、定点調査等の実施
（調査地点：下呂温泉　4カ所、奥飛騨温泉郷　12カ所）

（4） 温泉利用許認可事務等に係る現地調査及び温泉利用施設の監視指導の実施
（5） 所在不明の未利用源泉の調査  約47源泉
（6） 源泉所有者への定期的な報告徴収の実施（年1回）  514源泉
	２　所要経費


調査・監視指導　　328千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


・温泉の濫掘、濫採による温泉の枯渇、湧出量の減少、成分の変化、温度の低下等を防止するために、温泉法に基づき適正な土地の掘削及び動力装置の設置について指導を行った。（平成22年度　温泉掘削許可5件、動力装置許可4件）
・岐阜県揚湯試験実施要領を定め、平成22年度から動力装置の申請に揚湯試験結果を添付させることとした。
・温泉の採取に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止するため、温泉採取施設に対して監視指導を行った。(平成22年度　温泉採取許可2件、温泉採取施設等変更許可1件、可燃性ガス濃度確認4件)
・温泉の質や衛生面の観点から適切な利用を確保するため、温泉利用許可施設に対して監視指導を行った。（平成22年度　温泉利用許可18件）
・前年度、未利用源泉の調査を実施し、源泉に関する情報整理を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


  ・温泉法改正に伴い可燃性天然ガスに関する安全対策、成分分析表示の適正化につい

て対策が強化されたところであるが、温泉採取事業者又は温泉利用事業者に対する

継続した監視指導の実施により、温泉の適正な利用が図られている。
　・揚湯試験により源泉の適正揚湯量を把握し適正な動力選定が行われ、温泉資源の保
　　護が図られている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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